
とりぎんの  いま 2024年度決算のご報告

業績ハイライト
　2024年度の決算は、貸出金利息や役務取引等収益、株式売却益の増加により、3年連続の増収増益となりました。
　また、預金残高は前年同期比220億円減少し、1兆199億円となりましたが、引続き1兆円台を維持しました。貸出金残高は、
個人ローンや公共向けが増加したことから、前年同期比116億円増加の8,822億円となりました。
　自己資本比率は前年同期比0.54ポイント上昇の8.58％と国内基準の4％を大きく上回り、不良債権比率も1.00％と、引き続き
健全な水準を維持しております。
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1．プロフェッショナル人財増強（キャリアスキル認定制度）
当行では、行員一人ひとりが各々の強みや適性を活かしたキャリアを選択し、自律的にキャリア形成にチャレンジする風
土をつくり、行員の各専門分野におけるスキル向上、プロフェッショナル化を目的に、2022年度より行内認定制度として
「キャリアスキル認定制度」を導入し、プロフェッショナル人財の育成に取り組んでおります。
中期経営計画「for the FUTURE ～未来に向けて～」（2024年4月～2027年3月）においても、この「キャリアスキル認

定制度」における認定者の増加を図ることで、当行行員一人ひとりの積極的な自律と挑戦を促し、プロフェッショナル人財
の増強を行ってまいります。

2．人的資本投資の充実
当行では、中期経営計画「for the FUTURE ～未来に向けて～」（2024年4月～2027年3月）において、すべての役職
員が地域社会の未来を「創り、守り、支える存在」になるために、行員の自律的な学習を支援するラーニングマネジメントシ
ステムの新規導入やタレントマネジメントシステムの利用拡充などのシステム投資に加え、研修体制の更なる充実強化を
図るなど、自己啓発を含めた人財開発支援に向けた投資に積極的に取り組んでまいります。

3．人財開発強化
当行では、「地域社会の発展を力強くリードするコンサルティングバンク」を実現する行員を育成するため、2022年度より

「人財育成プラン」を策定しております。分野別・スキルレベル別の「分野別コンサルティング育成プログラム」、階層ごとの
必要な能力開発を行う「階層別キャリアサポートプログラム」を実施、またWeb研修システムを導入するなど研修体系を
整備することで体系的、継続的に行員全体がスキルアップし、一人ひとりが自律的なキャリア形成を行えるよう取り組んで
おります。中期経営計画「for the FUTURE ～未来に向けて～」（2024年4月～2027年3月）においても、「人財育成プラ
ン」の充実を図ることで、各分野別、階層別の研修体系を強化するとともに、管理監督者の人財育成に向けたマネジメント
カの強化にも取り組み、営業店・本部が一体となり組織全体で人財を育成してまいります。

4．女性活躍推進
当行では、イノベーションを生み出す多様な人財が活躍する組織を目指し、ダイバーシティ＆インクルージョンの推進を

行っております。特に、従業員の約45％を占める女性の活躍推進は、当行の企業価値向上において大きな課題と捉え、人
事制度の改定（「総合職」・「一般職」を「営業職」へ統合し「事務職」を新設）や、女性向けの各種研修制度の充実を図り、女
性のキャリア形成支援に注力してまいりました。その結果、監督職（上席支店長代理、支店長代理等）における女性比率は
着実に増加、女性管理・監督職比率の向上につながっております。

（参考）女性管理職比率及び女性監督職比率の推移
2022年度実績 2023年度実績 2024年度実績

女性管理職比率 5.8％ 6.0％ 7.1％

女性監督職比率 39.1％ 40.2％ 42.6％

5．多様な動き方推進
当行では、ダイバーシティ＆インクルージョンの観点から、多様な働き方を推進すべく、男性の育児休業取得を支援して

おります。中期経営計画「for the FUTURE ～未来に向けて～」（2024年4月～2027年3月）においては、「男性育児休
業一人当たり取得日数」14日以上を目標に掲げ、「男性育休応援金」の制度新設や、新たな制度休暇として「ウェルネス休
暇」制度を導入するなど、従業員が育児・介護・健康管理等による休暇を取得しやすい環境づくりに取り組み、多様な働き
方の更なる推進を図ってまいります。

6．多様性ある職場環境の推進
当行では、それぞれの個性や能力を十分に発揮し、やりがいを持って活躍できるよう、多様性と創造性を尊重した職場
環境の整備に努めております。中期経営計画「for the FUTURE ～未来に向けて～」（2024年4月～2027年3月）にお
いては、障がいがある方の職場環境整備の更なる推進を目指して、2024年度中に障がい者雇用グループを組織化し、障
がい者が働きやすく、各々の能力を最大限に発揮できるような支援、環境作りに取り組んでまいります。

人的資本 への 取組み
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用 語 解 説

安全性・健全性
	 　自己資本比率（単体）　�
　国内基準の4％を大きく上回っています。
　2025年3月末の自己資本比率は8.58％と国内基準
で必要とされる4％を大きく上回る健全な水準を引き続き
維持しております。
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	 　不良債権の状況（単体）　�
　2025年3月末の金融再生法に基づく不良債権の総額
は90億円であり、不良債権の総与信に占める割合は前
期末比0.12ポイント減少の1.00％となりました。なお、不
良債権に対する保全比率は84.59％となり、引続き十分
な引当・保全状況を維持しております。
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金融再生法開示債権および保全状況
（単位：百万円）

債権額（a） 担保・保証等（b） 引当額（c） 保全率（b+c）÷a
破産更生債権およびこれらに準ずる債権 612 415 197 100.00%
危 険 債 権 7,561 5,874 843 88.84%
要 管 理 債 権 905 324 25 38.67%
小 計 9,079 6,614 1,066 84.59%
正 常 債 権 892,848 （2025年3月31日現在）
合 計 901,927

　自己資本比率とは、リスクアセット等（貸出金などの資産）に対する自己資本（資本
金など）の割合を示したもので、銀行経営の安全性・健全性を示す重要な指標の一つ
とされています。
 海外に営業拠点を有する銀行は「国際統一基準」により自己資本比率を8％以上保
つことが、海外に営業拠点を持たない銀行は「国内基準」により4％以上を保つことが
義務づけられています。当行は「国内基準」を適用しています。

破産更生債権および
これらに準ずる債権

�破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申し立て等の
事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権および
これらに準ずる債権。

危険債権
�債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態およ
び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および
利息の受取りができない可能性の高い債権。

要管理債権 �3ヵ月以上延滞債権および貸出条件緩和債権。

正常債権
�債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとし
て、破産更生債権およびこれらに準ずる債権、危険債権、要管
理債権以外のものに区分される債権。

自己資本比率 金融再生法に基づく開示債権の用語説明

　当行では、お客さまの資産運用および資産形成にかかる業務について、「お客さま本位の業務運営方針」を策定・
公表し、安定的な資産形成に貢献するよう努めております。

　毎月1,000円から始められる積立投資信託など、幅広い世代に向けた資産形成のサポートを行った結果、2024年
度の投資信託の顧客数は15,848先に増加しました。また、販売残高は808億円に増加しました。

　また、当行は保有する資産を安定的に運用する「コア」部分と、積極的に運用する「サテライト」部分に分けて考える
「コア・サテライト戦略」に基づき、各投資対象へ偏らないラインナップの整備に努めています。

最新のファンドラインナップについては、当行ホームぺージをご覧ください。
https://www.tottoribank.co.jp/retail/asset/fund/index.html

・�当行では、分散投資により価格変動を抑
え、中長期保有に適したファンドをコア
ファンドとしています。
・�当行のコアファンドはNISAつみたて投
資枠対象の投資信託と、バランス型投資
信託（毎月分配型を除く）となっています。
・�2025年3月末現在、バランス型投資信
託のうち、21の投資信託をコアファンド
に選定しています。

豊かなライフプランを実現する資産運用のサポート
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投資対象など 取扱商品数 うちIB専用 割合
債券 30 13 26.1％

国内 1 1 0.9％
海外・内外 29 12 25.2％

株式 48 8 41.7％
国内 10 2 8.7％
海外・内外 38 6 33.0％

REIT 9 1 7.8％
国内 3 1 2.6％
海外・内外 6 0 5.2％

バランス 27 5 23.5％
その他 1 0 0.9％
合計 115 27 100.0％

うち NISAつみた
て投資枠対象 10 1 8.7％
うち NISA成長投
資枠対象 51 8 44.3％
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